
証券コード 4769
平成30年12月５日

　

株 主 各 位
　

東 京 都 品 川 区 南 大 井 六 丁 目 22 番 ７ 号

株式会社 インフォメーション クリエーティブ
代表取締役社長執行役員　山 田 亨

　

第41回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第41回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご
出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、お手数ながら同封の議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示の上、平成30年12月20日（木曜日）午後５時までに
到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 平成30年12月21日（金曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
2. 場 所 東京都大田区大森北一丁目６番16号

大森東急REIホテル ５階フォレストルーム
3. 会議の目的事項

報告事項 1. 第41期（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）事業報
告及び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第41期（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）計算書
類の内容報告の件

決議事項
第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役（監査等委員である者を除く）５名選任の件

　
以 上

〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰

1.当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。

2.法令及び当社定款第14条の規定に基づき、連結計算書類の連結注記表及び計算書類
の 個 別 注 記 表 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ア ド レ ス
http://www.ic-net.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類に
は記載しておりません。なお、本招集ご通知の添付書類に記載されている連結計算
書類及び計算書類は、会計監査人及び監査等委員会が、会計監査報告及び監査報告
を作成するに際して監査をした書類の一部であります。

3.本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、計算書類、連結計算書類並び
に株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（アドレスhttp://www.ic-net.co.jp/）において周知させていただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成29年10月１日から
平成30年９月30日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、雇用・所得情勢が堅調に推移し、個

人消費の持ち直しもあり、緩やかな回復基調を維持いたしました。しかしながら、

米国の金融政策の動向や欧州・東アジア等における地政学的リスクの高まりなど、

依然として先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループが属する情報サービス産業におきましては、ビッグデータ、AI及

びIoTの活用に向けたIT投資の増加やサイバーセキュリティ対策への投資の増加な

どに期待は持てますが、慢性的なIT技術者の不足などにより、依然として厳しい

経営環境になっております。

このような状況の中で当社グループは、顧客密着型ソリューションビジネスを

主体としたサービス・技術の提供を進めるとともに、生産性向上に向けた取り組

みにより収益基盤を強化し、更なる事業の成長を図ってまいりました。

これらの結果、当連結会計年度におきましては、売上高は7,804百万円（前年同

期比5.5%増）となりました。又、利益につきましては、営業利益は455百万円（前

年同期比32.6%増）、経常利益は500百万円（前年同期比30.4%増）、親会社株主に帰

属する当期純利益は345百万円（前年同期比66.9%増）となりました。

　

　(2) 事業部門別の状況

　事業部門別の業績を示すと、次のとおりであります。

　

① ITソリューション事業

　ITソリューション事業につきましては、情報・通信・メディア、電力・ガ

ス・水道・鉄道などの受注が増加したことなどにより、売上高7,650百万円（前

年同期比5.7%増）となりました。

　

② ITサービス事業

ITサービス事業につきましては、チケットソフトウェア関連のカスタマイズ

作業の受注や手数料収入が減少したことなどにより、売上高は154百万円（前年

同期比2.5%減）となりました。
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　(3) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第38期

(平成27年９月期)
第39期

(平成28年９月期)
第40期

(平成29年９月期)

第41期
(当連結会計年度)
(平成30年９月期)

売 上 高(百万円) ― ― 7,398 7,804

経 常 利 益(百万円) ― ― 383 500

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) ― ― 206 345

１株当たり当期純利益 ― ― 27円01銭 45円07銭

総 資 産(百万円) ― ― 6,133 6,893

純 資 産(百万円) ― ― 3,998 4,449

(注) 1. 当社グループは、第40期より連結計算書類を作成しております。

2. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出してお

ります。

3. 平成30年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っ

ております。１株当たり当期純利益は、当該株式分割が第40期の期首に

行われたと仮定して算出しております。

　

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第38期

(平成27年９月期)
第39期

(平成28年９月期)
第40期

(平成29年９月期)
第41期(当期)
(平成30年９月期)

売 上 高(百万円) 6,794 7,282 7,398 7,803

経 常 利 益(百万円) 380 497 521 492

当期純利益(百万円) 206 312 206 345

１株当たり当期純利益 27円02銭 40円83銭 27円01銭 45円07銭

総 資 産(百万円) 5,074 5,811 6,130 6,888

純 資 産(百万円) 3,476 3,897 4,156 4,553

(注) 1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出してお

ります。

2. 平成30年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っ

ております。１株当たり当期純利益は、当該株式分割が第38期の期首に

行われたと仮定して算出しております。
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　(4) 設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資は13,410千円であり、その主なものは社内業務用ソ

フトウェアの取得であります。

　

　(5) 資金調達の状況

　 該当事項はありません。

　

　(6) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　 該当事項はありません。

　

　(7) 事業の譲受けの状況

　 該当事項はありません。

　

(8) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　 該当事項はありません。

　

　(9) 他の会社の株式その他持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　 該当事項はありません。

　

(10) 対処すべき課題

　当社グループは、平成28年９月に策定した新中期経営計画の最終年度を迎え、

更なる事業の成長を図ってまいります。経営戦略といたしましては、以下に示す

３つの戦略を推進してまいります。

① 顧客密着型ソリューションの競争力を強化する

・一括案件のマネージメントの妥当性を監視する仕組みにより、収益の安定化

を実現する。

・役務案件の顧客別収益を全社的に分析し、効率的な顧客サービスの実現と安

定成長を実現する。

② 長期ビジョン実現に向けた確かな一歩を踏み出す

・社外リソースの積極活用で事業化を推進する。

・スタートアップ期の業務提携、M&Aも選択肢とする。

・研究開発により、新たなサービスの創出を推進する。

　 ③ 新たな挑戦を支える管理基盤を構築する

・経営の見える化を推進し、経営判断を効率化、合理化する。

・PDCAサイクルを全社的に浸透させ、「改善力」を強みとする。
　

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申し上げます。
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（11）重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の
出資比率

主要な事業内容

株式会社LOCOBEE 30百万円 100.0％
インバウンド向けインターネ
ットサービスの企画、研究、
開発、運営

　

(12) 主要な事業内容（平成30年9月30日現在）

　 ① コンピュータシステムの運営管理の受託

② 情報処理サービス、情報提供サービス及びそのコンサルティング並びにこれ

らに関する労働者派遣業務

　 ③ コンピュータソフトウェアの開発、販売

④ 小型コンピュータ、コンピュータ関連機器及び事務用機器の仲介、販売、貸

付

　

(13) 事業所（平成30年9月30日現在）

本 社 東京都品川区南大井六丁目22番７号

開発センタ 茨 城（茨城県土浦市）

　

(14) 従業員の状況（平成30年9月30日現在）

　 ① 企業集団の従業員数

従業員数 前期末比増減

788名 14名減

　

　 ② 当社の従業員数

従業員数 前期末比増減

784名 15名減

　

(15) 主要な借入先（平成30年9月30日現在）

　 該当事項はありません。

　

(16) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（平成30年9月30日現在）

(1) 発行可能株式総数 普通株式 12,000,000株
(注) 当社は平成30年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割

合で株式分割を実施いたしました。これに伴い、発行可能株式総数は、
24,000,000株となっております。

　

(2) 発行済株式の総数 普通株式 3,866,135株
(注) 当社は平成30年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割

合で株式分割を実施いたしました。これに伴い、発行済株式の総数は、
7,732,270株となっております。

(3) 株主数 1,384名

(4) 大株主の状況
　

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 持株比率
株 ％

IC 従 業 員 持 株 会 303,719 7.93

一 般 財 団 法 人 IC 斎 藤 育 英 会 196,000 5.12

有 限 会 社 承 163,363 4.27

株 式 会 社 ス カ ラ 125,000 3.26

史 海 波 110,100 2.88

上 野 正 敏 99,000 2.59

山 田 亨 93,475 2.44

小 沢 庸 司 80,181 2.09

水 元 公 仁 80,000 2.09

庄 子 浩 77,600 2.03

(注) 持株比率は、自己株式（37,251株）を控除して計算しております。

　

3. 会社の新株予約権等に関する事項
　(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　 該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状

況

　 該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
　(1) 取締役の氏名等（平成30年9月30日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 山 田 亨 代表取締役社長執行役員

取 締 役 吉 田 明 芳 上席執行役員運用ソリューション本部長

取 締 役 齋 藤 良 二 上席執行役員事業戦略本部長

取 締 役 小 林 信 幸 執行役員開発ソリューション本部長

取 締 役 大 代 一 寿 執行役員経営企画室長

取 締 役
（常勤監査等委員）

若 林 博 之

取 締 役
（監査等委員）

藤 田 稔

取 締 役
（監査等委員）

篠 三 郎

(注) 1. 取締役（監査等委員）藤田稔氏及び篠三郎氏は、社外取締役であります。

　 2. 取締役（監査等委員）若林博之氏は、長年にわたり他社にて経理業務の

経験を有しており財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。

　 3. 社内の情報収集の拡充と共有を図ると共に、内部監査室との十分な連携

を通じて監査・監督機能を高めるため、取締役（監査等委員）若林博之

氏を常勤の監査等委員として選定しております。

　 4. 取締役（監査等委員）藤田稔氏につきましては、東京証券取引所に対し、

独立役員として届け出ております。

　 5. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。

① 平成29年12月22日開催の第40回定時株主総会の終結の時をもって、取締

役須賀明宏氏、取締役小沢庸司氏、取締役（監査等委員）菅原徹氏、取

締役（監査等委員）岡本秀一氏は任期満了により退任いたしました。

② 平成29年12月22日開催の第40回定時株主総会において、新たに小林信幸

氏、大代一寿氏が取締役に、若林博之氏、篠三郎氏が取締役（監査等委

員）に選任され、それぞれ就任いたしました。

　(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（監査等委員）若林博之氏、藤田稔氏及び篠三郎氏は、損害賠償

を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定

める最低責任限度額としております。
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　(3) 取締役の報酬等の総額

区 分 支給人員 報酬等の額

取 締 役
( 監 査 等 委 員 を 除 く )

７名 69,536千円

取 締 役(監査等委員)
( う ち 社 外 取 締 役 )

５名
( ３名)

16,280千円
( 6,125千円)

合 計 12名 85,816千円
　

(注) 1. 平成27年12月18日の株主総会の決議による取締役（監査等委員を除く）

の報酬限度額（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含ま

ず。）は、年額200,000千円、平成27年12月18日の株主総会の決議による

取締役（監査等委員）の報酬限度額は、年額30,000千円であります。

　 2. 報酬等の額には、役員賞与引当金繰入額13,500千円を含んでおります。

　 3. 上記のほか、使用人兼務取締役に対する使用人分給与相当額（賞与を含

む。）は33,340千円であります。

　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職の状況並びに当該兼職先との関係

　該当事項はありません。

　 ② 当社又は特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

　 ③ 当事業年度における主な活動状況
　

氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役
（監査等委員）

藤 田 稔

当事業年度開催の取締役会20回のすべてに参
加し議案の審査に必要な発言を適宜行いまし
た。又、監査等委員会８回のすべてに出席し、
監査に関する重要な事項の協議、監査結果に
ついての意見交換等を行っております。

社 外 取 締 役
（監査等委員）

篠 三 郎

平成29年12月22日に社外取締役（監査等委員）
就任後に開催された取締役会15回のうち14回
に参加し議案の審査に必要な発言を適宜行い
ました。又、監査等委員会５回のすべてに出
席し、監査に関する重要な事項の協議、監査
結果についての意見交換等を行っております。

― 8 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年11月20日 14時51分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20180621_01）



5. 会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称

　井上監査法人

　

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

区 分 支払額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14,300千円

②当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額

14,300千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的に

も区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。
　

　(3) 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由

　当社監査等委員会は、取締役、関係部門及び会計監査人より必要な資料の入手、

報告を受けた上で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況、報

酬見積もりの算定根拠について確認し、審議した結果、これらについて適切であ

ると判断したため、会計監査人の報酬等の額について会社法第399条第１項の同意

を行っております。

　

　(4) 非監査業務の内容

　当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の

業務を委託しておりません。

　

　(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項の各号のいずれかに該

当すると認められた場合、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いた

します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は解任後最初に招集され

る株主総会において、解任の旨及びその理由を報告します。

　又、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生によ

り、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合、当社監査等委員会は、会

計監査人の解任又は不再任の方針に関する議案を決定し、当社取締役会は、当該

決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
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6. 会社の体制及び方針
　(1) 業務の適正を確保するための体制

　
　 ① 取締役並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

　取締役の職務の執行が法令・定款に適合し、かつ効果的に行われることを確

保するために、取締役会等で十分審議しなければならない。

　当社は、監査等委員会設置会社であり、取締役の職務の執行については、監

査等委員会の定める監査方針及び分担に従い、経営機能に対する監視・監督を

行うこととしており、業務執行取締役の法令違反の制御・防止に寄与するもの

とする。

　又、内部通報制度を設け、役員及び使用人等が、社内において法令違反、不

正行為が行われ、又は行われようとしていることに気がついたときは、管理本

部長又は顧問弁護士に通報しなければならないと定める。会社は、通報内容を

守秘し、通報者に対して、不利益な扱いを行わない。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、情報セキュリティ管理規

程、文書取扱規程、その他の管理規程に従い、取締役の業務執行に係る情報を

文書又は磁気記録的な媒体に記録し保存する。取締役は、常時これらの文書等

を閲覧できるものとする。
　
　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　企業の社会的責任遂行、法令遵守の観点から社内規程の整備や諸施策を実施

するとともに、ISO-9001:2000（現在は更新により2015） を認証取得し、製品

に万全を期する。又、取引の中で個人情報など各種情報を取り扱うため、平成

15年10月にプライバシーマークを認証取得し、個人情報に関する法令やその他

規範の遵守を徹底している。平成23年６月にはISO/IEC27001：2005（現在は更

新により2013）を認証取得し、ISMSの基準に基づいた情報セキュリティ管理を

行っている。

　なお、不測の事態が万一発生した場合には、経営トップに迅速に情報が報告

され、迅速かつ適切な対応により損害を最小限に抑える体制を整備する。
　
　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

　経営上の重要事項は、取締役会にて決裁される仕組みになっており、各事業

部門の懸案事項などの情報が速やかに報告され効率的に牽制を行っている。又、

取締役は、毎月１回開催される取締役会と臨時取締役会に加え取締役間で随時

打ち合わせを行い、経営環境の変化などによる戦略決定、重要事項や業績報告

及びその対策についての付議など会社の業務執行を効率的に行っている。
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　 ⑤ 当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

当社は、グループ企業の業務の適正を確保するため、関係会社管理規程に基

づき、各子会社の状況に応じて必要な管理を行っている。 又、グループ全体に

影響を及ぼす重要な事項については、当社担当取締役と子会社経営陣とが随時

情報を交換し、グループ間の情報共有・意思疎通及びグループ経営方針の統一

化を図っている。
　
　 ⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事

項

1) 監査等委員会が求めた場合、その職務を補助すべき従業員を配置するもの

とし、配置にあたっての具体的内容は監査等委員会の意見を参考にする。又、

監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かない。

2) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人が、監査等委員会に報告を行った

ことにより不利益な扱いを受けることがないようにする。

3) 監査等委員がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をした

場合、監査等委員会の職務の執行に関するものではないと認められた場合を

除き、速やかに当該費用を支払うものとする。
　
　 ⑦ 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委

員会への報告に関する体制

　当社及び子会社の取締役・使用人は各監査等委員の要請に応じて、必要な報

告及び情報の提供を行う。又、当社及び子会社の取締役は会社に著しい損害を

及ぼすおそれのある事実があることを発見したときには、直ちに、当該事実を

監査等委員に報告する。
　
　 ⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会の監査が実効的に行われていることを確保するため、監査等委

員は重要な会議に出席できる。

　監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題につ

いて意見交換を行う。又、会計監査人から定期的に会計監査に関する報告を受

け、意見交換を行うとともに、内部監査室との意見交換を行い監査の実効性を

確保する。
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　 ⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制

　金融商品取引法に基づく内部統制評価制度への適切な対応のため、財務諸表

に係る内部統制システムの構築を行い、継続的に評価し不備があれば必要な是

正を行うとともに、適切な運用に努めることにより財務報告の信頼性を確保す

る。
　
　 ⑩ 反社会的勢力排除に向けた体制

　当社は、社会的な秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力には、取引関係を

含め一切関わりを持たず、又、不当な請求に対しては、必要に応じて顧問弁護

士や警察等の外部専門機関と連携をとり、組織全体として毅然とした姿勢で対

応する。
　
　【業務の適正を確保するための体制の運用の状況】

　内部統制につきましては、年１回、内部統制システムの整備及び運用状況の

モニタリングを実施し、適正な内部統制システムの構築・運用に努めておりま

す。

　経営理念の浸透やコンプライアンスにつきましては、定例の内部統制委員会

において、使用人への理解と向上を図りました。又、定例の委員会を通じて各

部門における運用状況を確認しております。
　
　(2) 株式会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

　(3) 剰余金の配当等の決定に関する基本方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして位置付

けております。財務体質の強化と将来の事業基盤の拡大に備えるために必要な内

部留保を確保しつつ、安定的な配当の維持継続に留意し、業績等を勘案の上、株

主の皆様への利益配分政策を実施することを基本方針としております。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

　 又、比率は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成30年９月30日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 4,699,637 流 動 負 債 1,623,113

現 金 及 び 預 金 3,133,088 買 掛 金 164,214

受 取 手 形 1,224 未 払 金 453,353

売 掛 金 1,268,852 未 払 費 用 82,442

商 品 25 未 払 法 人 税 等 158,226

仕 掛 品 17,963 未 払 消 費 税 等 128,495

前 払 費 用 46,667 前 受 金 1,458

繰 延 税 金 資 産 221,649 預 り 金 46,534

そ の 他 10,166 賞 与 引 当 金 571,530

固 定 資 産 2,194,194 役員賞与引当金 13,700

有形固定資産 15,772 そ の 他 3,156

建 物 8,120 固 定 負 債 821,239

工具、器具及び備品 4,059 退職給付に係る負債 590,889

土 地 3,592 役員退職慰労引当金 58,736

無形固定資産 36,158 繰 延 税 金 負 債 171,613

ソ フ ト ウ ェ ア 31,935 負 債 合 計 2,444,352

ソフトウェア仮勘定 2,919 純 資 産 の 部

電 話 加 入 権 1,302 株 主 資 本 3,659,809

投資その他の資産 2,142,262 資 本 金 407,874

投 資 有 価 証 券 2,044,762 資 本 剰 余 金 397,528

従業員に対する長期貸付金 770 利 益 剰 余 金 2,872,097

長 期 前 払 費 用 447 自 己 株 式 △17,691

敷金及び保証金 25,448 その他の包括利益累計額 789,669

会 員 権 18,860 その他有価証券評価差額金 893,654

保 険 積 立 金 58,958 退職給付に係る調整累計額 △103,984

貸 倒 引 当 金 △6,985 純 資 産 合 計 4,449,479

資 産 合 計 6,893,831 負債・純資産合計 6,893,831
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年10月１日から
平成30年９月30日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 7,804,255

売 上 原 価 6,503,433

売 上 総 利 益 1,300,822

販売費及び一般管理費 845,568

営 業 利 益 455,254

営 業 外 収 益

受 取 利 息 163

受 取 配 当 金 36,904

そ の 他 8,843 45,911

営 業 外 費 用

雑 損 失 605 605

経 常 利 益 500,560

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損 874

減 損 損 失 9,323

投 資 有 価 証 券 売 却 損 684 10,883

税金等調整前当期純利益 489,677

法人税、住民税及び事業税 207,643

法 人 税 等 調 整 額 △63,086 144,557

当 期 純 利 益 345,120

親会社株主に帰属する当期純利益 345,120
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年10月１日から
平成30年９月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 407,874 397,528 2,649,501 △17,691 3,437,213

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △122,524 △122,524

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

345,120 345,120

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 222,595 ― 222,595

当 期 末 残 高 407,874 397,528 2,872,097 △17,691 3,659,809

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 718,932 △157,147 561,785 3,998,999

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △122,524

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

345,120

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

174,721 53,162 227,883 227,883

当 期 変 動 額 合 計 174,721 53,162 227,883 450,479

当 期 末 残 高 893,654 △103,984 789,669 4,449,479
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貸 借 対 照 表
(平成30年９月30日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 4,689,605 流 動 負 債 1,618,242

現 金 及 び 預 金 3,124,123 買 掛 金 163,705

受 取 手 形 1,224 未 払 金 451,242

売 掛 金 1,268,734 未 払 費 用 82,213

商 品 25 未 払 法 人 税 等 158,046

仕 掛 品 17,963 未 払 消 費 税 等 128,495

前 払 費 用 46,027 前 受 金 1,458

繰 延 税 金 資 産 221,649 預 り 金 46,327

そ の 他 9,857 賞 与 引 当 金 570,095

役員賞与引当金 13,500

そ の 他 3,156

固 定 資 産 2,199,355 固 定 負 債 717,254

有形固定資産 15,772 退職給付引当金 441,012

建 物 8,120 役員退職慰労引当金 58,736

工具、器具及び備品 4,059 繰 延 税 金 負 債 217,506

土 地 3,592 負 債 合 計 2,335,497

無形固定資産 36,158 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア 31,935 株 主 資 本 3,659,809

ソフトウェア仮勘定 2,919 資 本 金 407,874

電 話 加 入 権 1,302 資 本 剰 余 金 397,528

投資その他の資産 2,147,424 資 本 準 備 金 389,037

投 資 有 価 証 券 2,044,762 その他資本剰余金 8,491

関 係 会 社 株 式 0 利 益 剰 余 金 2,872,097

長 期 貸 付 金 181,000 利 益 準 備 金 42,116

従業員に対する長期貸付金 770 その他利益剰余金 2,829,981

長 期 前 払 費 用 412 別 途 積 立 金 525,000

敷金及び保証金 25,448 繰越利益剰余金 2,304,981

会 員 権 18,860 自 己 株 式 △17,691

保 険 積 立 金 58,958 評価・換算差額等 893,654

そ の 他 0 その他有価証券評価差額金 893,654

貸 倒 引 当 金 △182,788 純 資 産 合 計 4,553,463

資 産 合 計 6,888,960 負債・純資産合計 6,888,960
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損 益 計 算 書

（平成29年10月１日から
平成30年９月30日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 7,803,519

売 上 原 価 6,488,169

売 上 総 利 益 1,315,350

販売費及び一般管理費 809,121

営 業 利 益 506,228

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,475

受 取 配 当 金 36,904

受 取 賃 貸 料 420

そ の 他 8,927 48,727

営 業 外 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 61,402

雑 損 失 602 62,005

経 常 利 益 492,950

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損 874

減 損 損 失 1,893

投 資 有 価 証 券 売 却 損 684 3,453

税 引 前 当 期 純 利 益 489,497

法人税、住民税及び事業税 207,463

法 人 税 等 調 整 額 △63,086 144,377

当 期 純 利 益 345,120
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株主資本等変動計算書

（平成29年10月１日から
平成30年９月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金

当 期 首 残 高 407,874 389,037 8,491

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ―

当 期 純 利 益 ― ― ―

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額(純額)

当事業年度中の変動額合計 ― ― ―

当 期 末 残 高 407,874 389,037 8,491

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計利 益

準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 42,116 525,000 2,082,385 △17,691 3,437,213

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △122,524 ― △122,524

当 期 純 利 益 ― ― 345,120 ― 345,120

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額(純額)

当事業年度中の変動額合計 ― ― 222,595 ― 222,595

当 期 末 残 高 42,116 525,000 2,304,981 △17,691 3,659,809
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(単位：千円)

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 718,932 4,156,146

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △122,524

当 期 純 利 益 345,120

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額(純額)

174,721 174,721

当事業年度中の変動額合計 174,721 397,317

当 期 末 残 高 893,654 4,553,463
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年11月16日

株式会社 インフォメーションクリエーティブ
　取 締 役 会 御 中

井上監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 林 映 男 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 勝 博 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社インフォメーションクリ
エーティブの平成29年10月１日から平成30年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、株式会社インフォメーションクリエーティブ及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以 上

― 20 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年11月20日 14時51分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20180621_01）



会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年11月16日

株式会社インフォメーションクリエーティブ
　取 締 役 会 御 中

井上監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 林 映 男 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 勝 博 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社インフォメーショ
ンクリエーティブの平成29年10月１日から平成30年9月30日までの第41期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第41期事業年度におけ
る取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報
告いたします。

1. 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締
役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携

の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し業務及び財産の状
況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。又、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

2. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。又、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

　
　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　

　(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成30年11月20日
　 株式会社インフォメーションクリエーティブ 監査等委員会

監査等委員 若 林 博 之 ㊞

監査等委員 藤 田 稔 ㊞

監査等委員 篠 三 郎 ㊞
　
（注）監査等委員藤田 稔及び篠 三郎は、会社法第２条第15号及び第331条第６項

に規定する社外取締役であります。
　　

以 上
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
　第１号議案　剰余金の処分の件

　 剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　 期末配当に関する事項

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして位置付

けております。財務体質の強化と将来の事業基盤の拡大に備えるために必要な内

部留保を確保しつつ、安定的な配当の維持継続に留意し、業績等を勘案の上、株

主の皆様への利益配分政策を実施することを基本方針としております。

上記の基本方針を踏まえ、第41期の期末配当金につきましては、当事業年度の

業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしますとともに、株主の皆様の日頃のご

支援に感謝の意を表するため、普通配当を前期比８円増配し、１株につき36円と

いたしたいと存じます。

　 (1) 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　 (2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式 １株につき36円 総額137,839,824円

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成30年12月25日
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　第２号議案　定款一部変更の件

　1. 提案の理由

当社グループの今後の事業展開、事業内容の多様化に対応するため、当社現行

定款第２条（目的）について事業目的を追加し、所要の変更を行うものでありま

す。
　

　2. 変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

(下線部は変更部分を示します。)

現行定款 変更案

第１章 総 則
第１条 ＜条文省略＞

（目 的）
第２条 当会社は、次の事業を営むこと

を目的とする。
(１) コンピュータシステムの運営管

理の受託
(２) 情報処理サービス、情報提供サ

ービス及びそのコンサルティン
グ並びにこれらに関する労働者
派遣業務

(３) コンピュータソフトウェアの開
発、販売

(４) 小型コンピュータ、コンピュー
タ関連機器及び事務用機器の仲
介、販売、貸付

＜新設＞
(５) 損害保険の代理店業務
(６) 電気通信サービスの加盟手続き

代行業務

第１章 総 則
第１条 ＜現行どおり＞

（目 的）
第２条 当会社は、次の事業を営むこと

を目的とする。
(１) コンピュータシステムの運営管

理
(２) インターネット又はコンピュー

タを利用した情報処理サービ
ス、情報提供サービス及びその
コンサルティング

(３) コンピュータソフトウェアの企
画、開発、販売

(４) コンピュータ、その関連・周辺
機器、ソフトウェアの仲介、販
売、貸付、保守、管理

(５) 労働者派遣事業
(６) 損害保険の代理店業務
(７) 電気通信サービスの加盟手続き

代行業務
＜新設＞

＜新設＞

＜新設＞

(８) 広告、メディア、コンテンツ等
の企画、制作、販売、運営

(９) インターネットを利用したビジ
ネスに関する企画、調査、開
発、販売及びこれらの受託業務

(10) 教育、文化、演劇、コンサー
ト、スポーツ、旅行、飲食、娯
楽に関する業務

(７) 前各号に附帯する一切の業務

第３条～第３６条 ＜条文省略＞

(11) 前各号に附帯・関連する一切の
業務

第３条～第３６条 ＜現行どおり＞
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　第３号議案　取締役（監査等委員である者を除く）５名選任の件

　本総会の終結の時をもって、取締役（監査等委員である者を除く）全員（５名）

は任期満了となりますので、取締役（監査等委員である者を除く）５名の選任を

お願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しまして監査等委員会からの特段の意見はございませんでし

た。

　取締役（監査等委員である者を除く）の候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

(生年月日)

略歴、地位、担当及び

重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

１
山
やま

　田
だ

　 亨
とおる

(昭和29年５月26日生)

昭和53年４月 当社入社

93,475株 なし

平成７年12月 取締役PC-SI部長就任

平成12年４月 常務取締役情報システム本部長
就任

平成12年10月 常務取締役経営企画室長就任

平成13年12月 代表取締役社長就任

平成26年10月 代表取締役社長兼ITサービス事
業部長就任

平成29年10月 代表取締役社長就任

平成29年12月 代表取締役社長執行役員就任

現在に至る

２
吉
よし

　田
た

　明
あき

　芳
よし

(昭和35年５月19日生)

昭和56年10月 当社入社

65,500株 なし

平成13年12月 取締役システム営業本部長兼シ
ステムソリューション３部長就
任

平成18年４月 取締役テクニカル営業本部長就
任

平成23年10月 取締役ビジネス推進本部長兼事
業統括部長就任

平成26年10月 取締役経営戦略室長兼経営管理
部長就任

平成28年10月 取締役経営戦略室長就任

平成29年10月 取締役運用ソリューション本部
長就任

平成29年12月 取締役上席執行役員運用ソリュ
ーション本部長就任
現在に至る

３
齋
さい

　藤
とう

　良
りょう

　二
じ

(昭和36年11月20日生)

昭和55年11月 当社入社

23,200株 なし

平成16年４月 テクニカル営業本部茨城開発セ
ンタ長就任

平成25年10月 ソリューション開発本部長就任

平成25年12月 取締役ソリューション開発本部
長就任

平成28年７月 取締役テクニカル運用本部長兼
テクニカル運用本部第３部長就
任

平成29年10月 取締役事業戦略本部長就任

平成29年12月 取締役上席執行役員事業戦略本
部長就任
現在に至る
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候補者

番 号

氏 名

(生年月日)

略歴、地位、担当及び

重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

４
小
こ

　林
ばやし

　信
のぶ

　幸
ゆき

(昭和39年10月22日生)

昭和60年４月 当社入社

7,900株 なし

平成20年10月 システムソリューション３部長
就任

平成26年７月 営業部長就任

平成27年10月 ITソリューション事業部営業本
部長就任

平成29年10月 開発ソリューション本部長就任

平成29年12月 取締役開発ソリューション本部
長就任

平成29年12月 取締役執行役員開発ソリューシ
ョン本部長就任
現在に至る

５
大
おお

　代
しろ

　一
かず

　寿
ひさ

(昭和40年２月12日生)

昭和62年３月 当社入社

1,200株 なし

平成16年10月 システムソリューション２部長
就任

平成24年10月 テクニカル営業本部テクニカル
ソリューション３部長就任

平成27年10月 ITソリューション事業部ソリュ
ーション開発本部長就任

平成29年10月 経営企画室長就任

平成29年12月 取締役経営企画室長就任

平成29年12月 取締役執行役員経営企画室長就
任
現在に至る

　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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バス
ターミナル

商工
中金

公園

京
浜
東
北
線

駐
車
場

大
森
東
急

R
E
I
ホ
テ
ル

ア
ト
レ

大　

森　

駅

西
友
大
森
店

日
立
ビ
ル

天
祖
神
社

J
R

至品川
・東京

至川崎・横浜

大
森
ベ
ル
ポ
ー
ト

い
す
ゞ
自
動
車

キ
ッ
プ
売
場

中央改札口

西口方面 東口方面

JR大森駅(中央改札口)からの順路

大森東急
REIホテル

３階

フ
ロ
ン
トWC

アトレ
３階売場

エレベータ

　

株主総会会場ご案内図

会 場：東京都大田区大森北一丁目６番16号
大森東急REIホテル ５階フォレストルーム
電話 (03)－3768－0109 (代表)

交 通：JR京浜東北線 大森駅下車 徒歩１分
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